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要   約： 

 本論文では、公共部門における評価実務について、管理評価を通じた統制の問題点とその克服

のための方策を論じている。応用社会科学である評価研究は多様な学術領域を背景に成立してお

り、また公共部門では各政策領域においてさまざまな評価が行われている。評価は政府が行う政

策に対する情報提供の一環として行われる一方で、政策を所管する行政機関の管理活動として行

われている。本論文では、この管理評価が主流化している背景とその問題点について、日本の公

共部門を中心に理解を試みている。実務ではさまざまな評価が取り組まれており、実態の解明は

容易ではない。したがって、評価が有する多様な側面を理解するために、本論文では各章におい

て二項的な概念分類（業績測定／プログラム評価、監査／評価、定量的手法／定性的手法、従来

型評価／参加型評価など）を用いて分析を行う。また、管理評価の実態と、評価をする側とされ

る側という関係性について理解するために、日本の公共部門におけるいくつかの事例を検討する。

本論文は全６章からなり、理論研究と事例研究によって構成されている。 

 本論文の構成は以下のとおりである。 

 第１章では、日本の評価制度を念頭に、行政において管理評価が主流となった要因を説明する。

行政改革による政府内分権の帰結として、公共部門におけるガバナンスのあり方は外部統制から

内部統制へと移行している。内部統制の一環として評価が取り組まれることで、管理評価の側面

が評価実務の主流を占めるようになったと考えられる。管理評価は一種のルーティン作業として

特徴づけられることになるが、これは評価実務が行政の管理活動として制度化することの避けら

れない帰結であった。同時に、管理評価の多元化（評価による統制活動の増加）と重層化（自己

評価とメタ評価による評価構造）という形で評価実務が複雑化する原因となったことを本章では

指摘している。管理評価の多元化と重層化が進むことで評価に要する作業量はますます増大し、

評価の制度化とそれに伴うルーティン化はいっそう深刻になったと考えられる。他方で、評価が

ルーティン作業としておこなわれることで、改善学習のためのアイデアやイノベーションを創発

する機会は失われる。本章では結論として、管理評価による過剰な介入を回避するために、現場

の担当者がプログラムの形成段階や実施段階で評価を主導することでプログラムの改善を行う

ことを提唱している。 

 第２章では、監査と評価の理論上の区別について明らかにした上で、評価実務において監査の

考え方が反映されていることを明らかにしている。アメリカでは会計検査院がプログラム評価を

採用したことで監査と評価の融合が進められたが、他方で監査において内部統制を強調する動き

が背景にあったことを指摘することができる。監査は、内部統制に依拠した監査手続きを採用す

ることで、監査の対象を財務書類から政府プログラムにまで拡大させた。内部統制が整備される

ことで、監査がこれまでに対象としてきた法令遵守や会計の適切さを確認する作業を代替し、政

策の業績を確認する活動として監査が用いられるようになったのである。このアプローチは、監

査者側の外部統制コストを低減させる一方で、被監査者側の内部統制コストを増大させる結果と

なった。また、この構図は、第１章で論じた自己評価とメタ評価の関係と同じであり、実務にお

ける監査と評価の混同をもたらしたと考えられる。管理評価の主流化は、評価をルーティン作業

として行うことで内部統制コストを低下させる行動であったといえる。 

 第３章では、男女共同参画政策の評価を事例に、日本の地方自治体において管理評価が主流化



している状況を明らかにしている。日本の地方自治体では男女共同参画政策を推進するために、

地方自治体の担当部局（男女共同参画課）と拠点施設（女性センターや男女共同参画センター）

によって業績測定を中心とした評価が取り組まれている。地方自治体における男女共同参画政策

は、地方自治体の担当部局と拠点施設との関係による政府内分権の一例である。地方自治体の担

当部局と拠点施設とのあいだで行われる評価は、拠点施設による自己評価と、その結果を踏まえ

て地方自治体の担当部局が行うメタ評価によって行われている。また、拠点施設に対しては地方

自治体の担当部局以外の部局からもさまざまな統制活動が行われており、拠点施設は総務系部局

からの多元的な管理評価に服しているのである。評価は業績測定の方式が用いられており、評価

が男女共同参画計画の進行管理として行われる点で管理評価の特徴を有している。 

 第４章では、沖縄振興予算の評価を事例に、中央政府と地方自治体とのあいだで行われる管理

評価の実態を明らかにしている。中央政府の沖縄政策を遂行するための手段として中心的な位置

を占める沖縄振興予算は、平成 24 年の沖縄振興特別措置法改正に伴い独自の評価制度を導入し

ている。この評価は予算の適正執行を目的として行われると理解されているが、これらの評価結

果は沖縄振興計画の進行管理や中央政府の政策評価に対する情報提供として用いられている。評

価の構図としては、沖縄県および市町村が業績測定方式に基づく自己評価を行い、その結果を踏

まえて中央政府がメタ評価を行っている。さらに、これらの評価結果は内閣府が行う政策評価と

行政事業レビューそして沖縄振興審議会の基礎資料として活用されている。このことは、中央政

府における政策決定のために評価結果を用いるというプログラム評価本来のあり方を示してい

るとみることができる反面、地方自治体に対する権力的作用としてみることもできる。評価は業

績測定の方式が用いられており、評価が沖縄振興計画の進行管理として行われる点で管理評価の

特徴を有している。 

 第５章では、定量的手法と定性的手法という評価研究の方法論を手がかりに、アクター間で評

価の活用に対する理解が異なる原因について検討している。本章では、定量的手法と定性的手法

がそれぞれ有する特徴を対比的に整理している。一般的に、定量的手法はアカウンタビリティの

追及を目的とした評価と親和性があり、また定性的手法は当事者の学習やプログラム改善を目的

とした評価と親和性があると考えられている。1970年代から 1980年代にかけて定性的手法の側

による定量的手法の側への批判が行われ、これらは定量／定性論争として認識されている。両手

法の違いはそれぞれ実証主義と構成主義というパラダイムの対立として理解され、その後はパラ

ダイム間の相違を克服するために評価デザインや評価手法のレベルでの統合が模索されてきた。

他方で、日本の政策評価制度は法律の中で定量的手法の重視を謳っており、実務の中で客観性が

強調される要因となっている。このことは、日本の評価実務において定量的パラダイムが優勢と

なっていることを表しており、日本の公共部門における管理評価への懸念と重なる部分がある。

本章で論じる混合手法アプローチからの評価手法の統合は、アクター間で評価の共通言語を構築

するための手がかりになると考えられる。 

 第６章では、従来型の評価に対する参加型評価の可能性について論じている。本章では、参加

型評価の特徴を総括的評価と形成的評価との対比から整理し、実際にいくつかの分野で適用でき

る可能性があることを明らかにしている。評価の目的は大きく２つに分けることができ、ひとつ

がアカウンタビリティの追及を目的とする総括的評価、もうひとつが利害関係者の学習やプログ

ラムの改善を目的とする形成的評価である。従来型の評価が前者の総括的評価によって特徴づけ

られるのに対して、参加型評価は後者の形成的評価によって特徴づけられる。この対比は、第５

章で論じた定量的手法と定性的手法の特徴の対比と重なっている。アカウンタビリティを目的と

した評価には否定的な側面が指摘されており、たとえば当事者同士の敵対関係を促したりイノベ

ーションを阻害したりすることが考えられる。参加型評価を普及させることによって、当事者同

士の協調関係を促進したり改善や学習のための知見を生み出すことができると思われる。総括的

評価としての管理評価が主流となっている日本の評価実務において、参加型評価は管理評価の問



題点を克服するためのひとつの解決策となる可能性がある。 
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